
デジタル変革時代の経営課題アジェンダ
- DX関連アドバイザリーサービス
デジタル変革(DX)の潮流とその脅威に多くの企業が直面しており、
経営課題として取り組むべき時が訪れています

デジタルテクノロジーの進化とグローバル化が加速する現在のビジネス環境では、スピードと環境変化への対応が経営の
最重要課題となっており、企業は創造的破壊が繰り返される時代に対して戦略的な対応を迫られています。しかしながら、
日本企業のCxOが欧米のCxOに比べてデジタルをはじめとするテクノロジーに対する理解が低いことが、複数のリサーチ
機関の調査によって明らかとなっており、欧米におけるデジタル化の取り組みとは歴然とした差が生まれています。日本の
企業では、既に確立されたデジタル技術・活用方法等を上手く取り入れ、デジタル変革を加速させるアプローチが採られて
いません。昔ながらの自前主義を貫き、同業他社動向を気にする多くの日本企業にとって、変革の時が来ています。

デジタル変革時代に想定される5つの経営課題アジェンダ

ビジネス課題 課題の例
■各国での競合状況、他社戦略、優位性、リスクデータ等の取集が困難
■取締役会等での戦略オプション検討のための裏付けのある分析がない

■社内外のデータを分析・利活用しコーポレートマネジメント機能の高度化が必要
■人材が限られた中でコーポレート業務のドラスティックな自動化・生産性の向上が必要

■自社の実行すべきデジタルトランスフォーメーションのゴールとロードマップが描けていない
■データやデジタル技術に関するガバナンス方針が不明確
■デジタル技術活用のために構築すべき基盤（システム、組織、業務等）が不明確
■デジタル変革を進める上でのリスク評価ができていない

■企業内外データやビッグデータを駆使したタイムリーな意思決定や将来予測が出来ていない
■有報等での開示が検討されている経営リスク計量化やPDCAサイクルの管理が不十分
■投資案件の継続的なパフォーマンス・リスク管理が不十分
■俗人的な分析やアートによる判断でマネジメントによる見積もり精度が低い
■常時モニタリングによるコンプライアンス対応の品質向上・自動化が必要
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DX推進は、経営管理機能、組織・文化、ビジネスに対する理解、デジタルやアナリティクスの専門性など、幅広い領域の観点
が必要となります。デジタル変革に取り組む上で想定される経営課題アジェンダに対して、デロイト トーマツ グループが提
供するアドバイザリーサービスは、これらを踏まえた統合的なDX推進を支援します。

デジタル変革時代の経営課題アジェンダに対するアプローチとサービス内容

出所：経済産業省公表「デジタルガバナンス・コード」を参考にDeloitte作成
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デジタル技術による社会および競争環境の変化が自社にもたらす影響(リスク・機会)を特定し、業界・企業の方向性とデジタルディスラ
プションの脅威を適切に捉え、価値創出に向けた個々の企業のデジタルビジョンの策定とビジネスモデル変革の実現を支援する

デロイト トーマツ グループが提供するアドバイザリーサービス

IT・デジタル技術に関する評価手法やアナリティクス手法を活用した実現ツールやソフトウェア、評価フレームワークなどに基づき、リスクを
考慮した適切な業務変革を促し、目指すビジネスモデルを実現するための方策としてデジタル技術を組み込んだ戦略の策定を支援する

経営ビジョンやデジタル技術を組み込んだ戦略の方向性等を示すにあたり、デジタル変革実現による価値創出に向けたガバナンス態勢
の構築、データ利活用拡大に伴うセキュリティ、コンプラ、事業継続、監査・内部統制のリスクの低減、グループ会社全体最適等を支援する

デジタル技術やアナリティクスの活用を通じ、ステークホルダーに影響を与える社内外のリスクの特定・監視・対応を行うための経営リ
スク管理の仕組みやリスク定量化の取り組みの高度化、ステークホルダーに示すべき重要な成果指標の可視化等を支援する

デジタル技術に係る動向や自社ITシステムの現状を踏まえた課題を把握・分析し、企業において脅威となり得る先端技術動向いおよ
びAI利活用に伴う新たな種類のリスク、データ利用範囲拡大に伴う情報の取り扱いに係るリスクへの適切な対処を支援する

経営課題アジェンダの全体像
（デジタルガバナンス・コードとの対応関係）
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① 組織づくり・人材に関する方策

② ITシステム・デジタル技術活用
環境の整備に関する方策


